
大学発ベ ンチ ャー支援 システムの研究 皿
創 出加速 とイ ンキュベ ーシ ョン

瀬 戸 篤 博士 儂 学)

前論文1で は,国 立大発兼業型ベ ンチャーの国内第1号 がいかにして生まれた

か,主 に 〈制度アプローチ〉か らその背景 と要因について,全 国初の国立大 ビ

ジネス支援組織である小樽商科大学 「ビジネス創造センター(CBC)」 による

ベンチャー支援 をふまえて明 らかにした。本論文では,主 に 〈ビジネス起業ア

プローチ〉か ら,CBCが これらの大学発ベ ンチャーの設立から成長支援 に参

画する過程で明らかになった,大 学発ベンチャー創出の設立条件について述べ

る。さらに論文後半では,大 学発ベ ンチャーの経営管理に求め られる経営資源,

および大学発ベ ンチャーをさらに創出加速させるためのインキュベーションに

ついて考察する。
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1は じめに一論文1と の関係 一

拙著前論文 「大学発ベ ンチャー支i援システムの研究1一 小樽商科大CBCと

国立大発兼業型ベ ンチャーの創造 一」(『商学討究』第52巻 第2・3号:2001

年12月)に おいて,国 内初の 〈国立大発兼業型ベ ンチャー〉の創造 をめ ぐって,

その誕生を支援 した国立大初のビジネス支援組織である小樽商科大学 「ビジネ

ス創造センター(CBC)」 の概要 と,そ の活動成果 としての 「ジェネティック

ラボ社」をはじめ とす る,国 内初の公立大発ベンチャー1社 を含む国内4社 の

バイオ系大学発ベ ンチャーの紹介 と兼業に起因する課題を説明 した。

図表1-1CBCに よ るバイオ系大学発ベ ンチャー4社 の支援内容

会 社 名 設 立 兼業取締役 CBC支 援内容

㈱ ジェネティックラボ

札幌市:DNA解 析 関連

H12/9 北大医学研究科教授

北大遺伝子病制御研究所教授

兼業申請

兼業監査役派遣

㈱ジーンテクノサイエンス

札幌市:DNA解 析 関連

H13/3 北大遺伝子病制御研究所教授

北大医学研究科教授

兼業申請

兼業監査役派遣

㈱ユージーン

熊本市=遺 伝子機能解析

H13/10 熊本大学医学部教授
」

兼業申請

㈱レノメディクス研究所

札幌市:再 生医療関連

H13/11 札幌医科大学教授 道兼業規定

道兼業申請

兼業監査役派遣

顧問会計士紹介

ここで提起 された課題 について,2001年12月 に札幌で開催された尾身孝次科学

技術政策担当大臣を迎えての 「北海道産学官連携サミット(内 閣府)」 におけ

る重要な成果として,内 閣府および文部科学省の迅速な行動の結果,国 立大教

官による役員兼業に関して,時 間的制約 と未公開株式の購入に関する懸念はす

べ て払拭 され た。 その具体 的 内容 につ いては,文 部科学省 〈http://www.

mext.go.jp/a _menu/shinkou/sangaku/index.htm>に 譲るが,こ こでは,(a)兼

業役員に対する兼業時間に関して特に規制が存在 しないこと,(b)特 定の定義さ
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れた利害関係者 を除き,た とえ共同研究先企業であっても国立大教官は,兼

業 ・非兼業を問わず相手先企業の未公開株式を会社設立後に購入可能であるこ

曳,を 確認する。

こうした大学発ベンチャー周辺をめぐる環境の急速な整備は,関 係者 にとって

は本 当にあ りがたい支援 となっていると同時に,さ らに多 くの大学発ベ ンチ

ャーの誕生を加速させるものであることを信 じたい。 しかしなが ら,2001年6

月に公表されたいわゆる 「平沼プラン」にある公的試験研究機関を含めた 「3

年間で大学発ベ ンチ ャー1000社 」構想 を実現させ るためには,年 間で300社 以

上の大学発ベ ンチャーを国内に創出しなければならない。現実に,国 内では先

端的な地域 といえる北海道においても,国 内GDP比4%か ら推計される最低

ベンチャー創出数は40社 となるが,こ れまでに生まれた大学発ベ ンチャーは道

内国公立大学でわずか3社 に過 ぎず 目標の1割 にも満たない。

1980年 代初頭 より国家的見地か ら大学発ベ ンチャーの創出環境を着実 に整備 し

てきた米国を,日 本の当面の目標 とすることは非現実的である。だが,1990年

代に入って,共 産党独裁の下で部分的な市場開放の成果が実 りだした隣i国中国

において,す でに北京大学 を中心 として1000社 に及ぶ大学発ベンチ ャーが生ま

れ,そ の総売上は2000年 時点で8000億 円に達 し,年 商1600億 円以上の北京大教

授設立によるベ ンチャー企業が2社 存在する,と いう日本政策投資銀行の最新

リポー ト 「中国における大学系企業の概要 一 学内ベンチャーの興隆 と企業支

援 一」(日本政策投資銀行シンガポール駐在員事務所報告S-16/2001年10月)

の内容は衝撃的です らある。

本論文llの 主たる狙いは,こ の ような国内外の大学発ベ ンチャーをめ ぐる環境

の変化に応 じて,着 実かつ急速な大学発ベ ンチャーの国内創出を加速 させるた

めに必要な諸課題を検出し,そ の現実的な成長戦略を導出することにある。幸

い,小 樽商科大 ビジネス創造 センター(CBC)(*以 後CBCと 呼ぶ)に は,
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その後 も大学発ベンチャーの設立に向けた支援要請がコンスタン トに寄せ られ

ている。そこで,こ うした大学発ベ ンチャーを一般的なベンチャー企業 と比較

した場合の設立条件及び特異性,成 長に必要な経営資源,求 め られるインキュ

ベーシ ョン機能,に ついて実証例に基づいた考察をすすめる。

2大 学発ベンチャーの設立条件

大学発ベンチャーは,他 のベンチャー企業 と比較 して どのような点が異なるの

であろうか。こうした疑問は,今 のところ国内では具体的な分析 に至っていな

い。なぜなら,2000年4月 に規制緩和 された 「国立大学教官による役員等兼業」

と,2001年6月 の 「大学発ベンチャー1000社 構想」以降,そ れ らの概念 自体が

あまりに新 し過 ぎて検証対象 となる兼業型大学発ベンチ ャーの数が少な過 ぎる

からである。

CBCは,2001年4月 の規制緩和以降,国 公立大医科系教官による兼業型大学

発ベ ンチ ャー4社 の兼業申請および設立 を支援 し,CBCか らも3人 の兼業監

査役派遣の実績があることから,こ れら大学発ベンチャー企業が設立前か ら設

立後にかけて遭遇する幾多の困難 とその対応に関係 当事者 として直面 して き

た。そうした経験から,今 後,生 まれるであろう大学発ベ ンチャーが,そ の設

立前 と設立後ですでに存在するベ ンチ ャー企業 と比較 して どのような点が異

なったかを明 らかに してお くことは,未 だ大学教官の手 による大学発ベ ンチ

ャーの設立数が国内で20社 に満たない現状(2001年12月 末)で は今後の大学発

ベンチャー設立にとって有益 と考える。

(1)設 立前

〈設立発起人〉

大学発ベ ンチャーと一般のベ ンチャー企業を,設 立前における準備段階で比較

すると以下のような違いに気づ く。すなわち,一 般企業の設立 に際 しては 「設
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立発起人」が任意かつ随意に発起人たりうるのに対 して,大 学発ベンチャーの

場合,兼 業承認を受ける以前に現職の国公立大教官が発起人になることは国家

(地方)公 務員法上できない。そのため,こ うした公務員 としての規制を受け

ることのない民間人に発起人 を依頼することとなる。

通常,こ のような発起人 となる民間人 としては,当 該教官 と共同研究等を通 じ

て数年か ら十数年にわたるつ き合いがある中小企業のオーナー経営者から選ば

れるのが 自然である。しか しながら,こ のような良好で相互に信頼関係を有す

る民間人 との交流をすでに有 している大学教官が,ど れほど国内の国立大に存

在するであろうか。一般的に,こ れまでの産学共同研究の民間側 は大手企業の

研究者が中心であったと考えられるが,こ れら大手企業のサラリーマ ンが大学

教官と共同でベンチャー企業を設立するに至る可能性は,否 定できないにして

もきわめて希有であると予想 される。

それゆえ,設 立前は発起人 とな り,設 立後はともに大学発のベ ンチャー企業を

経営 し,必 要な経営資源(人,組 織,資 金力)を 調達できる 〈経営人材〉が,

今後の大学発ベンチャーの創造 と成長に欠かせない。そのためにも,大 学発ベ

ンチャーの兼業申請の要請者たる設立発起人は,設 立後は技術 をマーケットに

展開できる最高経営責任者=代 表取締役(CEO)で ある必要がある。ところが,

こうした人問を組織的に供給することは現在のところ不可能である。これまで

にCBCが 設立にかかわった4社(北 大医2,熊 本大医1,札 医大1)の ケー

スでは,4社 ともに志たか く自らの経営資源を提供 して起業を支援するエ ンジ

ェル役 にあたる中小企業家がそれ以前からの教官の個人的ネットワークにより

たまたま存在 した。
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図表1-2CBC支 援による道内大学発ベンチャー3社 の設立発起人

会 社 名 設 立 設 立 発 起 人

㈱ ジェネテ ィックラボ

札幌市:DNA解 析 関連

H12/9 米国ペンシルバニァ大併任教授

㈱ラボ代表取締役社長

㈱ ジー ンテクノサイエンス

札幌市:DNA解 析 関連

H13/3 ㈱免疫生物研究所社長

㈱ レノメディクス研究所

札幌市:再 生医療関連

H13/11 札幌医科大学名誉教授

㈱サイエンスタナカ代表取締役社長

しか も,わ れわれCBCの 支援スキームに従 って,こ れらの中小企業家は自ら

個人として出資することはあっても,会 社本体か らの法人出資はなく,そ れゆ

え 「親企業」の存在に厳 しい制約 を設けている役員兼業規定 も完全 にクリア し

ている。だが,一 般的に,存 立そのものが厳 しい市場競争に置かれている中小

企業の場合,3-5年 以上の赤字が予想 される研究開発型のバイオベ ンチャー一・一

を息長 く支えられる中小企業家はごくわずかに過 ぎない。

それゆえ,大 学発ベ ンチャー1000社 実現に向けた今後の政策課題 として,現 在

盛んになりつつある産学官連携に対する公的助成を駆使 しつつ,自 らは大手企

業(も しくは官公庁)の 元サラリーマンであっても,「脱サ ラ」を越 えた 「大

学発ベンチャー経営」 に乗 り出そうとするホワイ トカラー予備群 に対 して,ベ

ンチャー経営者 としての転換教育を施 して人材紹介などのデータバンクに登録

する必要があるであろう。経営人材に関しては,詳 しく次章の(1)組織で検討す

るが,大 学発ベ ンチャーを株式会社形式で1000社 創出するためには,最 低3000

人の取締役 と1000人 の監査役が必要 となることを強 く意識すべ きである。

〈設立場所〉

大学発ベンチャーは,そ もそ も大学教官による兼業承認を前提 としている以上,

設立登記上欠かせない 「設立場所」に関する一切の契約行為 を不動産業者等 と
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兼業承認以前 に交わすことが出来ない。それゆえに,兼 業申請書に添付を求め

られる 「定款」に会社所在地 を記入することは出来ない。つまり,兼 業を認め

られなければ貸 しビル等の賃貸契約を結べないが,兼 業 申請を行 うためには会

社所在地が事前に決定 していなければならない,と いう矛盾が不可避的に発生

する。

こうした矛盾 を設立に成功 した道内大学発ベンチャー3社 では,以 下の とお り

解決 した。すなわち,設 立発起人となった中小企業家が,(a)自 社 ビルを一時的

に設立場所 として提供する,(b)自 らのリスクと責任で,あ らか じめ貸 しビルと

賃貸仮契約を行 う(兼 業承認が降 りず,も しくは遅滞すると違約金 を支払 う義

務が生 じる),で あった。

図表1-3CBC支 援による道内大学発ベンチャー3社 の設立場所

会 社 名 設 立 設 立 場 所

㈱ ジェネティックラボ

札幌市:DNA解 析 関連

H12/9 当初3ヶ 月は㈱ラボ内,後 に賃貸ビル移

転(実 験不可)

㈱ ジーンテクノサイエ ンス

札幌市:DNA解 析 関連

H13/3 賃貸ビル(実 験不可)

㈱レノメディクス研究所

札幌市=再 生医療関連

H13/11 賃貸ビル(実 験不可)

しか しなが ら,〈設立発起人〉でも述べ たように,自 らの意志 と判断で経営資

源を大学発ベ ンチャーの設立に向けて提供できるような中小企業家 を知 りうる

国立大学の教官はほとんどいない。道内3社 のように(熊 本大医も同様),医

学系教官 と息が合い経済的にも余裕があり,志 の高い中小企業家の存在なくし

ては大学発ベ ンチャーの設立登記場所にす ら事欠 く状態であって,3年 間で大

学発ベンチ ャー1000社 はあまりに楽観的にすぎると言わざるを得ない。

そうした意味で,今 後の国立大学の独法化以前に,国 公立大学教官の手による
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大学発ベンチャーが安心 して会社設立登記を行えるインキュベーション ・セン

ターの開設が急務の課題である。現実的な解決策 としては,2001年4月 に独法

化 された 〈国立試験研究機関〉,た とえば 「(独)産 業総合研究所」の利用が考

えられる。こうした機関は一般的に大都市近郊に余裕のある敷地スペースを有

する場合が多 く,あ らたな建物 を建てるのみならず,既 存の遊休スペースを改

造することでも,大 学発ベンチャーに対する会社設立登記が可能な場所を提供

することが独法化以降可能である。

とにか く,そ れぞれの国立試験研究機関において,ど のような内部規定を設け

てもよいか ら,国 立試験研究機 関が自らの職員 も含めて広義の大学発ベ ンチ

ャーのために 「設立場所」を提供することが待望される。これ らの研究機関は

膨大 な国費を投入され設立運営 されて きた組織 として,学 生の教育を主 目的と

す る国立大学以上に く大学発ベ ンチャー創造の場〉 としてふさわしい。

(2)設 立後

兼業 申請は,人 事院事務総長(公 立大学であれば知事 ・市長)に よって承認さ

れ,文 部科学省 を経由して各大学長に伝達 される。その後,民 間人か らなる設

立発起人は,出 資金預け入れロ座 を地元銀行 に開設 し,同 時に予め出資要請に

同意していた出資予定者 に対 して出資金の払い込みを要請する。出資金が定款

に記載されている資本金 に達 したことが確認 された段階で,司 法書士に依頼 し

て地元の法務局で会社登記が完了する。以上の会社設立プロセスにはおおよそ

2週 間を要する。

〈速やかなファイナ ンス〉

会社が発足 されるとともに,こ れら大学発ベンチャーを悩ませることとなる最

大の問題は 「資金」である。なぜな らば,研 究開発を主たる目的として設立さ

れた大学発ベンチャーの場合,設 備投資 と研究員を確保 しなければ設立 した意

義がないが,そ のためには一時的に多額の資金を要するか らである。他方,こ
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うした大学発ベ ンチャーの売 り上げが支出を上回るには,会 社設立後数年を要

する。また,大 学教官個人による出資可能額は,せ いぜい100万 円か ら300万 円

程度に過 ぎず,そ れ以上の債務保証や個人増資を教官個人にはほとんど望めな

いo

従来型の中小企業の設立に際 して,き わめて日本的な資金調達方法 としては,

設立発起人=代 表取締役=社 長=個 人債務保証=自 宅不動産担保融資による資

金調達が一般的であった。 しか しなが ら,こ のような資金調達が,設 立か ら数

年間も売 り上げがないバイオ系大学発ベ ンチャーに適合する訳 もなく,ま たそ

うしたリスクまで犯 して事業創出を考える大学教官個人 を待望するのは,す で

に終身雇用権 を有する大学教官にとってナンセンスである。

そのため,銀 行借 り入れを行わない(行 うべ きではない)大 学発ベ ンチャーに

とって,ベ ンチャーキャピタルなどか らの第3者 割 り当て増資による資本金注

入のみがファイナンスとな りうる。それゆえ,資 本金から支払われる毎月の家

賃 ・人件費 ・光熱費および試験研究費によって,当 初の資本金(通 例1000万 円)

が通例3ヶ 月ほどで枯渇する前に,オ リジナルの出資者 もしくはベンチャーキ

ャピタル(VC)か らの資本注入が会社生存の必要条件 となる。

〈幹部入材のスカウ ト〉

だが,会 社は資金だけで生存するものではな く,十 分条件 としては大学教官に

よって構成 される取締役会における決定事項 を揺 るぎなく正確 に遂行 できる

CEO(最 高経営責任者)を サポー トする本社スタッフとして,COO(最 高執

行責任者)・CTO(最 高技術責任者)・CFO(最 高財務責任者)の 〈3つ の幹

部人材〉が,設 立直後から大学発ベンチャーの経営に欠かせない。それでは,

大学発ベ ンチャーは,ど のようにして優秀な幹部人材たるCOO,CTO,CFO

を獲得すべ きなのだろうか。
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CFOは,は じめに投資を決定 した民間VCが 派遣取締役 として投資先企業に

通常送 られて くるので,同 一人物にゆだねることが可能である。だが,VCの

投資を促すには,説 得力のある 〈ビジネスプラン〉と確固たる 〈技術的裏付 け

=特 許〉が欠かせ ない。それゆえ,頻 繁 な外部からの問い合わせに的確に対応

し,か つ大学教官との頻繁な実施 し,会 社 を確実に経営管理で きるCOO,お

よび確個たる技術 ノウハウに裏付け られに技術の方向性 を指揮 できるCTO,

なしに大学発ベ ンチャーの成長は望めない。

これらの幹部人材は実務経験な しに務 まるものではな く,果 敢 なヘ ッドスカウ

トを実施するしか以外に道はない。ヘ ッドスカウ ト自体は,設 立前の段階で本

人から内諾を得てお くことが望ましいが,会 社を設立 し給与 を支払える状態に

ならない限 り当該者のスカウ トは不可能である。それゆえ,会 社設立3ヶ 月以

内に優れた幹部人材 をスカウ トし採用できなければ,企 業 としての事業活動は

停滞する。その間にも,貴 重な資本金 はキャッシュとして流出する。

幹部人材の採用に失敗 した場合,た とえ投資水準 を極限に押 さえても家賃等の

消費的支出は続 くので,や がて資本金が枯渇 した段階で廃業するか休眠するし

かない。そうした意味で,大 学発ベ ンチャーを志向する大学教官は,可 能な限

り技術系 く幹部人材〉に関するネットワークを出来るだけ広範囲に保有してお

くことが望ましく,ま たビジネス系 〈幹部人材〉に関 しては,中 小企業家(経

営者)お よびビジネス系大学教官 との率直なコミュニケーシ ョンが,会 社設立

前および設立後 にきわめて有効 となる。

3大 学発 ベンチ ャーの経営管理

(組織 ファイナンス,コ アテクノロジー,マ ーケテ ィング)

今後,大 学や国立試験研究機関 ・巨大企業中央研究所に埋 もれるす ぐれた研究

を,21世 紀新産業のコアテクノロジー(中 核技術)へ と転化 させるためには,
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ブリッジ(橋 渡 し役)と しての兼業型ベンチ ャーが欠かせないことを,拙 著前

論文1(2001年12月)で 明らかにした。それゆえ,こ うした兼業型ベ ンチャ・・…

なかでも大学発ベンチャーが急速に国内で誕生 し成長を続けるためには,日 本

の大学発ベンチャーのための全 く新 しい 〈経営管理〉が求められる。

本節では,CBCに よる大学発ベ ンチャー支援活動 を通 じて明らかになった,

大学発ベンチャーの経営管理 における 〈4つ の経営資源〉について,実 証例に

基づ きながら考察する。

(1)組 織

〈旧い経営組織〉

すでに前節2の 最後で説明したとおり,設 立直後の大学発ベンチャーにとって

企業存続の絶対条件 は,優i秀 な く幹部人材〉の確保如何であることを明 らかに

した。その理由は,コ アテクノロジー開発にイニシアティブをもちながらも,

国家公務員としての性格上,経 営責任者にはな り得 ない兼業取締役が複数参画

する大学発ベンチャーの経営組織では,図 表3-1に みられる終身雇用制度の

なかで内部昇格を経営管理の基本 とする,「社長」「部長」「課長」「一般社員」

図表3--1旧 い経営組織

会長/社 長
一 一 一一 一 圃 一 一 一一 幽 曽 一 一 胃 胃一 一 一 一 一一 一 一 囚 一 一 一一 一 曽 一 一 胃一 一 一 一 一 曽一 帰 一 冒

常務/轄/// ＼＼＼
部長/// ＼＼＼騨 一 一 一一 一 一 一 曽 一一 一r-一 一 一一 一

課長/// ＼＼…巖 … 一///

＼ ＼
搬社員ゾ// ＼ ＼ ＼
lll/購 買部/経理部/繍 β 労務部塵 部＼撚 ＼
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といったピラミッド型 と呼ばれる 〈旧い経営組織〉が全 く適合 しないか らであ

る。

〈新 しい経営組織〉

そこで,兼 業 と常勤を問わない取締役 と,厳 密 な内部監査 を行う監査役 によっ

て構成 される経営戦略を決定する新 しい役員会が必要 となる。そこには,代 表

権を有する取締役 を議長 とする 〈ヨコの組織〉が重要 となる。他方,経 営戦術

を担 う執行体制 としては,CEO(最 高経営責任者),COO(最 高執行責任者),

CTO(最 高技術責任者),CFO(最 高財務責任者)と いう 〈タテの組織〉が必

要である。これらをまとめたのが図表3-2で ある。

新 しい経営組織では,ヨ コとタテの要 となるCEOを 中心 として,CEOを 支

えるCOO,CTO,CFOと いった 〈幹部人材〉のポテ ンシャリティと遂行能

力が大学発ベ ンチャーの成否を左右する。 もはや,従 来型のピラミッド状に形

成された,年 功序列型で責任権限が漠然 とした旧い経営組織では 〈経営管理〉

が機i能しない。

〈経営インフラ〉

さらに,図 表3-2で 注 目されるのが,特 にバイオ系の大学発ベ ンチャーの外

部に存在する 〈外部専門支援組織〉である。多 くの専門化 され分業化された大

企業組織 と異な り,大 学発ベンチャーは研究開発に特化 し,か つそこで開発 さ

れた成果の知的財産化が企業存続の基本である。また,そ うした 〈知財〉 をも

って株式公開を目指す ことを宿命づけられた経営組織である。そのため,一 般

中小企業 と同様 に,経 理面での 〈税務会計事務所〉の支援はもちろんのこと,〈大

手監査法人〉による外部監査,バ イオ分野に強い弁理士を擁する 〈特許事務所〉

による特許化支援,が 欠かせない。

だが,そ もそもこのような外部専門支援組織 は有料であ り,ま た,特 定の大学
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図表3-2新 しい経営組織
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大学発ベンチャー支援の要請

税務会計事務所

発ベンチャーを支援するために高度なネットワーク化が欠かせないが,そ うし

た費用負担や交渉を生 まれたての大学発ベンチャーが単独 で行 うことは不可能

に近い。それゆえに,こ れ ら外部支援組織によるネットワークを戦略的にネッ

トワーク化 して,そ の費用まで 〈投資〉 して くれるアーリーステージを得意と

する 〈地域系独立ベ ンチャーキャピタル〉の存在は,大 学発ベ ンチャーにとっ

て決定的な意味をもつ。

そして,こ れ らの概念提供や人材育成 と供給,さ まざまな外部支援組織 との

コーディネー トを行いうるビジネス教育 ・研究資源を長年にわたって蓄積する
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組織 〈地域系ビジネススクール〉 も重要である。およそ一生出会うことがなか

ったであろう 〈理工系大学の研究者〉 と くビジネス関係者〉を,戦 略的に 〈ベ

ンチャービジネス〉 という紐帯で結びつける仲介者 として,シ リコンバ レーに

おける 「スタンフォー ドビジネススクール」の活躍はあまりにも有名である。

また,国 や県,市 や公的試験研究機関,政 府系金融機関などの政策支援者 も地

域系 ビジネススクールと同様に重要である。

図表3-3大 学発ベンチャーの創出メカニズム

大学発ベ ンチャー

▲

-

国臓 争力のある繊 の理工系大学[
,'▼7△ ▽ 一一

匝 域系独立ベンチャーキャピタル 帯 レ
地域系 ビジネススクール

経済産業局,自 治体,公 的試験研究機関,政 府系金融機関の支店

つ まり,地 域における大学発ベ ンチャーの成長には,以 下の4つ の要素が必要

なことがわかる。すなわち,(a)国 際競争力のある技術 シーズを有する地域の理

工系大学,(b)国 内外から経営資源を地域に持 ち込める地域系独立ベンチ ャーキ

ャピタル,(c)地 域において国内外 に多数の経済人を輩出した実績 をもつ教育 ・

研究を担う地域系ビジネススクール,(d)こ れを支える国 ・自治体 ・公的試験研

究機関 ・政府系金融機関の支店による公的支援 インフラ,で ある。こうした地

域独 自の戦略的産学官連携 なくして,地 域 における大学発ベ ンチャーの創造 と

成長は望めない。

〈経営人材養成〉

首都圏から遠 く離れた札幌のような地方都市において,大 手企業の本社企画ス



大学発ベンチャー支援システムの研究H 143

タッフとして10年 以上の実務経験を有する有望な経営幹部を,一 流大手企業の

7-8割 程度の俸給で採用することは容易ではない。た とえ本人が希望 したと

しても,配 偶者が北海道出身者で もないか ぎり一流人材 の北海道へのU・1

ターンは絶望的に難 しい。

そこで,中 国等への製造業の海外移転や,弱 体化がすすむ金融 ・建設業でのリ

ス トラなどによって生まれる国内大手一流企業の余剰人員の中から,意 欲 と経

験に優れた人材を選抜 して新型の 〈ビジネススクール〉で1-2年 間の転換教

育を行い,21世 紀の日本経済 を支える新産業,な かでもバイオをはじめとする

大学発ベ ンチャー向けの 〈経営人材〉 を供給 してゆ くことが急務の課題であ

る 。

問題は,す でに本人 も早期退職を求めざるを得ない企業側 も,そ れ らの人材が

他の成長分野では光 り輝 く潜在能力を秘めているにも関わらず,そ れを自覚 し

て意図的に顕在化 させるための機会や訓練 に,ほ とん ど無関心 ない し無知であ

ることだ。加えて,18才 人口が激減 しているにもかかわ らず,こ うした社会人

教育が18才 人口の不足 を補って余 りある有力な 〈学生〉 となることを認識で き

ず,ま た訓練するノウハウも持ち得ない国内大学 も深刻である。

小樽商科大学では,す でに平成9年5月 に小樽キャンパスより40kmほ どの札

幌都心部にある札幌商工会議所のビル(北 海道経済セ ンタービル)内 に 「札幌

サテライ ト」を設け,夜 間時間帯(18:00-21:00)に 現役のビジネスマンを

対象 とす る大学院商学研究科経営管理専攻の修士課程教育を開始した。その結

果,30歳 代を中心 とする政府系金融機関職員,ベ ンチャーキャピタリス ト,マ

スコミ関係者,公 認会計士,税 理士などが学生 として年間15名 近 く入学するよ

うになった。図表3-4は,サ テライ ト開設の翌年にあたる平成10年 度以降,

大学院の志願者 ・入学者がおよそ3倍 になったことを示 している。
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図表3-4小 樽商大大学院の志願者と入学者

〈入学者全体〉
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さらに,平 成13年 度に入 り大学発ベンチャーが道内で3社 生まれてか ら,社 会

における大学院の位置づ けが少 しずつではあるが変化 し始めている。平成14年

度の北海道大学大学院医学研究科癌医学専攻の入学予定者の中に,昨 年ナスダ

ック市場で株式公 開したIT系 「株式会社 オープンループ」の浅田代表取締役

と,「札幌BizCafe」 の設立ボー ドメンバーで 「北海道ベ ンチ ャーキャピタル

株式会社」の松田常務取締役(MBA&小 樽商大MA)が 含 まれる。同時に,

小樽商科大学大学大学院商学研究科経営管理専攻の入学予定者の中に,北 海道

大学医学研究科の守内教授(MD&PhD,ジ ェネティックラボ社兼業取締役)

が含 まれている点である。
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このように,既 存産業か ら多 くの有為なる人材が現職時で大学院に社会人入学

することがもっと一般化すれば,も ともと大学発ベンチャーの誕生地点に物理

的にも心理的にも最 も近い位置に存在する地域系 ビジネススクール(経 営大学

院)に おける勉学が,そ こへの再就職の最良の機会 となることは米国のビジネ

ススクールの先例からも明 らかである。

(2)フ ァイナンス

〈間接金融から直接金融へ〉

数年間にわたって研究開発投資を続ける大学発ベ ンチ ャーの資金調達 におい

て,我 が国旧来の融資制度は全 く役 に立たない。なぜな ら,大 学発ベ ンチャー

は売 り上げそのものを単年度損益で判断すれば赤字企業で しかないか らだ。そ

こで,大 学発ベンチャーの企業価値 は,現 在の単年度キャッシュフローで計 ら

れるべ きではなく,将 来的に株式公開もしくはM&Aに よって株主にもたら

されるであろう期待収益 を,到 達するまでの期問で割 り引いた現在価値で判断

される必要がある。

それゆえ,(1)の 経営インフラでも説明 したとお り',大学発ベ ンチャーの育成に

は優れた 〈地域系独立ベンチャーキャピタル〉が欠かせ ない。幸いにして北海

道では 「北海道ベ ンチャーキャピタル株式会社」が3年 前に設立された。だが,

その一つ しかない投資ファン ド(8.6億 円)は すでに使い切 り,新 た投資ファ

ン ドを募集中であるが経済苦境にある北海道ではなかなかまとまった資金が集

まらないのが現状である。

他方で,我 々が生命損害保険に毎月支払 う保険料は確実に首都圏に送金されて

いるし,都 市銀行 はもちろん信金や農協バ ンクに預ける預金さえも,地 域内で

の運用先が絶対的に不足 しているため,恒 常的に地域の金融資産は首都圏に送

金されている。 こうした資金の首都圏一局集中が続 く限 り,地 域における直接

金融は育たず,首 都 圏のベンチ ャーキャピタリス トの地域への呼び込みを進め
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るほかに有力 な資金 リソースを持 ち得ないというのが,地 域系の大学発ベ ンチ

ャーが置かれた状況である。

何 とか して,地 域の問接金融部門で生まれる余剰資金 を,地 域の直接金融すな

わちベンチ ャーファイナンスに振 り向ける構造改革を行 う必要がある。 もしも

リスクをとることに消極的なのが民問金融で,国 家や地域のためにリスクをと

るのが公的金融であるな らば,公 的金融が地域独 自のベンチャーファンドを設

計募集 して,そ れを民間金融に販売させ,さ らにそこで集めた資金を地域系独

立ベンチャーキャピタルにファンド資金 として注入す ることができないであろ

うか。その際,フ ァンドの元金保証に関して,公 的金融機関がたとえば1000万

円まで保証するならば,ペ イオフに備えて大量の個人資産が流動性 を増 してい

る現在では圧倒的な人気 を誇る金融商品 となることは間違いない。

本当は,地 域の民間金融がこれらの商品を独 自に設計開発すれば良いのだが,

現実的な実現性 はきわめて薄い。そのためには,海 外へのリスクヘ ッジ(リ ス

ク回避策)も 含めて高度な金融技術が駆使 されなければならないし,元 金保証

をとる限 り(と らねばな らない限 り)自 らの自己資本比率の悪化要因 となるこ

ともあ り得る。やはり,米 国型の市場構造 とは異質な間接金融が主流の日本で

は,あ る程度政府が リスクヘ ッジを公的保証 という形でとりなが ら,直 接金融

のファンドを金融市場 に供給することもとらざるを得 ないのではないかと,個

人的には考える。

〈金融イノベーション〉

さらに,フ ァイナ ンス側で,テ クノロジーの見極めと将来の市場予測を行 える

技術蓄積が必要 となる。このような投資が盛んに行われている米国では,ベ ン

チャーファイナンスを行 う側に多 くのMD(医 師),PhD(博 士号)保 持者が

投資銀行や民 間ベ ンチャーキャピタルのアナ リス トとして働いている。たとえ

研究者 としてはもはや第一線 をリタイアした人々であっても,最 新の論文を読
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みこなし研究者にインタビューしてその可能性を探ることはきわめて容易な作

業である。むしろ,本 質的な難 しさはビジネスとしての投資価値の判断にある。

しかしなが ら,こ れ まで長年,金 融機関や企業の企画部門で多 くの新規事業 に

携わってきた専門家たちが,同 年代の医師や博士号を有する元研究者たちと運

命共同体 としてのチームを作れば,決 して不可能なことではない。米国では現

実に大成功を納めている。

こうした技術シーズの発掘 と投資 を繰 り返 し行いなが ら,成 功事例が出始める

ようになると,現 在の金融機関や大学院の最前線で働 き学ぶ若い世代の中か

ら,自 らも投資する側に立とうとするものが必ず現われる。そ して,こ のよう

な金融面における良い循環が始まると地域経済は間違いな く活性化するし,そ

れは米国以上の効果をもつだろう。なぜならば,米 国と異な り日本においては,

地域には優 れた教育研究機関は存在 して も,優iれ た金融サービス機能が首都圏

に一極集 中す る傾向が甚だ しいか らである。優 れたMD,PhDレ ベルの人材

が地域 における新産業の投資側に参画することは,そ れ自体が地域の金融イノ

ベーションの契機 となる。

現在までのところ,日 本の金融機関において大学発ベ ンチャーのもつ可能性 と

技術ポテンシャリティを正確 に判断できる人材は,地 域 においては一部政府系

金融機関(た とえば 日本政策投資銀行)に 少数なが ら存在する。こうした公的

金融機関の地方支店が,経 済産業局及び旧帝国大学の所在地に偶然あったこと

を我々は率直に喜ぶべ きであろう。だが,そ の状態がそのまま固着するようで

は,地 域 における金融イノベーションの発生は望めない。なぜなら,政 府系金

融機関職員は長 くて も3年 程度のローテーションで移動す るし,政 府 によって

規制 された護送船団の問接金融 という制約を脱するわけにもいかないか らだ。

こうした優れた人材が,や がて地方の金融機関に請われて移籍 し,存 分に活躍

で きるような直接投資部門が地域に生まれる必要がある。そうしなければ,公

的金融 と民間金融,中 央 と地方の格差 は埋まらず,地 域の金融イノベーション
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も生まれる余地がない。

(3)コ アテクノロジー

〈減少する貿易黒字〉

〈技術〉が産業の源であることは何人 も否定し得ない。特に,日 本のように人

的資源をのぞ くと食料(コ メや牛は育て られても肥料や飼料はほぼ100%輸 入)

もエネルギー(石 油 ・ウラン)も 国内では全 く賄えない孤立 した島国では,技

術力 をもって輸出競争力のある財やサービスを輸出して 〈外貨〉 を獲得するこ

とが,国 家存立の基本命題である。なぜならば,石 油産出国を防衛するだけの

軍事力も,ア ジアに 〈円経済圏〉もない 日本は,〈 ドル〉でエネルギーや食料,

各種の鉱物資源を海外から購入せ ざるを得ないためだ。

それゆえに,貿 易差額で得 られる 〈ドル〉なしに日本は国家 として存続 し得 な

い。 日本が太平洋戦争で対米戦に突入 した直接の契機は,開 戦半年前 に米国

が,独 伊 との 「三国軍事同盟」および中国侵略を続ける日本に反対 して日本の

在外資産を凍結 したことによる 〈事実上の対 日石油禁輸〉が発端であったこと

を,わ れわれは決 して忘れるべ きではない。

こうした資源に脆弱な日本が,こ れまで世界GDP第2位 の経済大国となれた

唯一の理由は,戦 前戦中に蓄積 した優れた人的資源を集中的にテクノロジーの

開発 と応用に振 り向けた結果である。現在,世 界第2位 の労働生産性を誇る日

本の輸出製造業に働 く1人 は,他 の国民9人 分の食料 とエネルギーを供給 して

いる。 ところが,そ の くドル〉の稼ぎ手である国内輸出製造業が次第に中国等

の追い上げによって競争力を失いはじめている。その結果,図 表3-5の 通 り

過去1年 で日本の貿易黒字はおよそ4割 減少 した。 このままでは,日 本は2年

後 に貿易赤字国に転落し,海 外資源の輸入代金にも事欠 くか も知れない。

こうした状態は,第1次 大戦後の英国が長期 にわたって苦 しんだ 〈高失業〉と
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〈高インフレ〉の同居状態である 〈スタグフレーション〉 を誘発 し,国 内にお

ける新規投資 と技術 イノベーションの停滞をもた らす。英国の場合,1970年 代

に国内失業率は30%近 くに達 し,ポン ドは戦後半世紀で80%も 価値が下落 した。

図表3-5日 本の貿易黒字
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〈コアテクノロジーと大学発ベンチャー〉

英 国のように安易 なインフレーシ ョン政策と自国通貨切 り下げに頼ることな

く,経 済の閉塞状況 を打破 して日本経済 を新 たな成長軌道に押 し上げる経済発

展 を遂げるためには,新 産業の 〈コアテクノロジー〉を自らの手で生み出さな

ければならない。つ まり,ア ジアの中進国が決 して追いつけない高度な技術=

コアテクノロジーが知的財産化 され産業化 されなければならない。こうしたコ

アテクノロジーなしに,安 易な国際分業 という美名のもとでの国内製造業の海

外移転と空洞化 を招 くと,国 内雇用の9割 をしめる非輸出関連産業へのエネル

ギー及び食料の供給が減少 し,国 民所得及び国内純貯蓄は国内インフレーショ

ンを通 じて実質的に坂 を転げ落ちるように低下する。

他国が容易に追いつけないコアテクノロジーの開発には,そ れに先行 して十数

年以上に及ぶ大学等における基礎研究の成果が欠かせない。さらに,多 くの原

理に関する基本特許が先行的に取得 されている必要性がある。また,こ うした

国立大学における基本特許の費用は,研 究補助金のなかか ら支出を義務づける
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べ きである。 もちろん,特 許の所有者 は発明者 と大学(TLO等)の 折半であ

るべ きであろう。

それゆえ,コ アテクノロジーはこれらの基本特許の有効期限(20年)が 切れる

前に開発 され商品化 されなければ意味がない。 このように,20年 を周期 として

後半の10年 程度で投資を回収すべ きコアテクノmジ ーの開発 は,戦 後の日本企

業が とって きた 〈安直な米国か らの技術導入〉 とは全 く異なるアプローチが求

め られる。なぜなら,基 本特許か ら応用特許,そ して周辺特許までを戦略的に

保有するためには,必 要条件 として,知 的な成果を上げるものに対 して十分か

つ長期的な投資 と報酬 を与えな くてはならない。さらに十分条件 として,〈大

学及び国立研究機関→大学発ベンチャー→大手企業〉 というプロセスごとに,

行うべ き技術 開発 と取得すべ き特許の内容が大 きく異なってお り,か つそれら

は明確なゴールを与える戦略的連携が不可欠だからである。

膨大な国民の税金 を投入する国立大学 において,国 民の合意なくして研究者の

個々の判断で特許出願を自己放棄することとなる無償の論文公開は,も はや米

国の追試実験をしている段階を終えた日本の大学でとるべ きアプローチではな

い。否,そ れ らを段階ごとに特許化 し,産 業界への戦略的な技術移転 を行うべ

き段階に達 している。そ うでなければ,日 本の大学の国際競争力は実態以上に

過小評価 され,ひ いては国民の公的資金投入に関するコンセンサスを失うであ

ろう。

そ して,大 学における終身雇用の研究者は,日 々の収入 と研究費を国民か ら善

意に基づ き与えられている以上,こ うしたコアテクノロジーの開発過程で主役

となる大学発ベ ンチャーからの多額の報酬は辞退すべ きである。だが,こ れら

のコアテクノロジーが産業界でひろ く生かされ,国 内に雇用が生まれ企業が収

益を上げるようになった時,大 学の研究者は,発 明者 として,ま たその技術供

与元の大学発ベ ンチャーの出資者 として,ラ イセンス料やキャピタルゲインを
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TLOや 市場か ら合法的に得ることは 〈成功報酬〉 として当然であろう。

努力 しない ものが罰せ られる社会 よりも,努 力するものがその努力に応 じて飛

躍的に報われる社会のほうがはるかに好ましい。すなわち,論 文を書 くことと

特許を作成することを同時に行い,自 らの努力 を知的財産化 しなければならな

い。そして,そ の技術を国民 に還元するため,自 らリスクをとって(10-300

万円程度の出資 と兼業申請)大 学発ベンチャーの創造者になることが,失 業 と

停滞に苦 しむ地域 と国民から切望されている。

(4)マ ーケティング

〈イノベーション>

20世紀の前後に生 きた経済学の巨人シュンペータは,彼 の主著 『経済発展の理

論』(1926)に おいて,経 済発展のエ ンジンが5つ の資源(素 材,製 造法,製 品,

販路,組 織)の 新 しい組み替え(イ ノベーション)に よって発動 し,か つその

遂行者である企業家(起 業家)は 市場ニーズに応 えるのではなく,自 らが消費

者に新たなシーズを伝えニーズを創造しなが ら前進すると説明 した。

つ まり,イ ノベーションとは,通 常使われる狭義の 〈技術革新〉にとどまら

ず,本 来は,企 業家による 〈生産手段の組み替 えによるマーケ ット創造〉を意

味する。イノベーションが狭義の技術革新にとらわれすぎたため,大 学の役割

も倭小化 されてきた。本来,大 学は非営利組織だか らこそ可能な人類普遍の英

知や文化の正当な継承者 ・養成者であると同時に,社 会経済が停滞局面に陥っ

た時に必要 とされるイノベーションの発信者でな くてはならない。つまり,経

済成長過程における断片的な技術シーズの提供者であるよりも,次 なる経済発

展に向けたコアテクノロジーの予言者であり提供者なのだ。

それゆえ,21世 紀初頭に停滞 と混迷を深める日本にあって,そ れまでの旧い日

本に別れを告げ,希 望をもってあらたな市場創造=コ アテクノロジーのマーケ
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ティングを行ってゆ くのが 〈大学発ベンチャー〉の真なる役割 りといえるだろ

う。そのためには,大 学は社会のイノベーションに向けてより多 くの人的資源

を投入する必要があるし,大 学発ベ ンチャーは 〈マーケティング〉について深

い関心 と理解 をもつことが大切である。マーケティングとは,〈誰 にどう売る

のか?〉 といった表層的なことよりも,蓄 積された経営資源 を 〈どの分野で ど

う活かすのか?〉 といった本質的な命題 を含んでいる。

ここで,大 学における長期の基礎研究の成果 ともいえるコアテクノロジーの販

路や組織を考えると,イ ノベーションの発揮場所 としての 〈大学発ベ ンチャー〉

の役割が如何 に大 きなものか理解されよう。

〈戦略的マーケティング〉

これか らの日本のコアテクノロジーの創造者たる大学発ベ ンチャーは,市 場に

存在する常識的な価格 ・品質に基づ く商品ニーズなど度外視 し,大 学な らでは

のイノベーション(新 結合)を もって市場 を創造する視点が必要である。新結

合の実行者は,シ ュンペータも説明するように一人の天才的な 〈発明者〉であ

る必要はな く,む しろす ぐれた 〈起業家〉として大学ですでに蓄積済みの基礎

研究をベースとするコアテクノロジーの戦略的なマーケティングに依拠 してい

る。

それゆえ,大 学発ベ ンチャーは,膨 大な資金 と組織力を必要 とする一般消費市

場 をターゲットとするのは間違いであり,戦 術的にはこれ らの市場に対 して常

に新製品を必要 としている大手企業の1一 数社をターゲ ットとすべ きである。

それでは,い かにして資金 も組織力 もほとんど無いといってよい生まれたての

大学発ベ ンチャーが,優 れたコアテクノロジーを大手企業にマーケティングす

ればよいのだろうか。それには,次 の3つ のアプローチが有効である。第1に,

経済産業省(局)が 拡充 している大学発ベンチャーを対象 とするい くつかの公
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的補助金獲得 に向けて積極的に応募することである。交付が決定 した大学発ベ

ンチャーは,経 済産業省自らの手で新聞紙上等で紹介されるし,マ ス コミでの

露出度 も高 まる。

第2に,マ スコミを利用することである。大学発ベ ンチャーという存在 自体が

未だ珍 しいだけに,少 しで も可能性のある大学発ベ ンチャーに対 しては,そ れ

が設立されかつ公的資金 も獲得 した というニュースは,民 間や公的を問わない

ベ ンチャーキャピタリス トの注 目を集め,場 合によっては投資が決定される。

第3に,戦 略的に自らの企業価値 を高める大手 ・中堅 ・他大学 ・試験研究機関

などか らの受託 ・共同研究を積極的に提案することである。こうして他企業や

大学の研究資金が入るようになると大学発ベンチャーの知名度 も上が り,大 手

企業がこれらのベンチャーに接近を開始する。

このような地道な努力によって,大 学発ベンチャーは,従 来の学会発表 とは全

く異なる開発資金ソースや成果の公表チャンネルを自らの努力によって創出す

ることが可能 となる。 もはや,大 学発ベ ンチャーは,自 らのコアテクノロジー

を市場 に問い,そ の開発資金を市場か ら調達するための手段 とな り得る。それ

ゆえに,大 学発ベンチ ャーは,大 学が知的資源に関す る戦略的マーケティング

を行 うための重要なデバイス とも考 えられる。

また,優 れた大学院生を大学の限られたポス トにとらわれることな く,そ の能

力に応 じて正当な報酬を支払える企業研究者 として雇用 もで きる。その上で,

大学 との共同研究に参加する大学の客員研究員に任命することも可能である。

もちろん,そ の選択 はあ くまで も彼 らの意志に任せるべ きだが,少 な くとも優

れた教 え子を首都圏の大手企業に一方的に就職=流 出させてきた地方の良質な

大学が,そ の雇用先を大学周辺に創出できることは文句無しにすばらしい。
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現実に,ボ ス トンやシリコンバ レーにおいては,他 地域から学生 として流入 し

てきた若者が,卒 業後 も大学周辺にとどまりた くて地元ベンチャーの創業が相

次いでいる。こうした地域におけるPhDレ ベルの雇用増加は,直 ちに地域経

済の活性化に寄与する。なぜ なら,彼 らはそ こで結婚 し,生 活し,出 産し,教

育 し,自 宅を購入するからである。彼 らの消費はすべて地域産業の需要となり

GDP増 加に貢献する。 ところが,彼 らの所得 は大学発ベンチャーによって獲

得される(a)公的補助金,(b)ベ ンチャーキャピタルか らの投資,(c)自 らの売 り上

げ,(d)株 式公開やM&Aに よって得 られるキャピタルゲイン,の いずれかで

あって,ほ とんど地域外から獲得されるものである。

〈新たな支援者の誕生>

2000年 以降,大 学発ベンチャーが国内で誕生するようになって,こ うした大学

発ベ ンチ ャーにとって非常に手薄な 〈公的助成資金の獲得〉や,〈 ベ ンチャー

キャピタルの紹介〉,大 ロクライアン トとな りうる 〈大手企業 との戦略提携〉,

などを人材派遣 も含めて包括的に支援する新たな 〈大学発ベンチャー支援サー

ビス〉に対する需要が生まれつつある。本節(1)組織 において,こ うした機能が

地域のベンチャーキャピタルとビジネススクールによって補完されていると説

明 した。だが,そ れだけでは不十分であろう。なぜ なら,こ うした支援業務は

首都圏に活動の本拠地をおきなが ら大手のベ ンチャーキャピタルやメーカー と

日常的な接触 を維持 しなが ら,他 方で優秀 な支援要員 を地域 の大学発ベ ンチ

ャーに適時派遣 し,支 援を着実に前進 させる機動性が重要だからである。

最近,東 京で設立 されたベ ンチャー企業は,大 手上場企業において社内ベンチ

ャーを複数成功させた経験のあるチームと,中 央政策官庁でベンチャー支援政

策を企画立案 していた元キャリアが共同設立 した大学発の 〈再生医学系ベンチ

ャー支援〉に特化 した独立系ベンチャーである。彼 らはすでに関西 と北海道の

大学発バイオベ ンチ ャーに対す る支援 を開始 した。このような大学発ベ ンチ

ャーに対する支援ベンチ ャーが民間ベースで も軌道に乗 り出すと,日 本の大学
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をめ ぐるキャンパスインキュベーションは一気に加速化される。大学発ベンチ

ャーが,こ のような支援ベンチャーの支援 によって地域外のマーケッ トを開拓

す ることで,大 学発ベンチャーがさらに生 まれるといった好ましい経済の循環

が地域に創出されることを期待 したい。

4大 学発ベ ンチ ャーのイ ンキ ュベ ーシ ョン

大 学発 ベ ンチ ャーに対 す る ビジネス支 援 を,CBC〈http://www.otaru-uc.ac.jp

/cbc/〉 は 日常業務 と して行 ってい る。 また,文 部科 学省 〈http://www.mext.

go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/index.htm>と 経 済 産 業 省 〈http://www.

meti.go.jp/policy/innovation _corp/top-page.htm>,そ し て 兼 業 に関 す る人 事

院 〈http://www.jinji.go.jp/kengyo/f-keng.htm>で は,こ れ ら大 学発 ベ ンチ ャー

を支援 す るため に文字 通 り省 をあげ ての手厚 い支援体 制 を着実 に構 築 しつつあ

る。残 された課題 は,速 やか な大学発ベ ンチ ャーの設立 とその成 長 を加 速 させ

る 〈インキュベー シ ョン〉 の整備 で ある。

こうした分野では,米 国,台 湾,フ ィンランドなどに屈指の成功例が存在する。

台湾および北海道地域の製造系ベンチ ャーに対するインキュベーションについ

ては,筆 者が行 った日本 開発銀行 との共同研究 「地域型ベ ンチ ャーインキュ

ベーションの研究II一 地域型ベ ンチャーインキュベ…一・ションの設計 一」(1999

年6月)に 詳しい。本章では,日 本特有 ともいえる 〈兼業型国公立大発ベンチ

ャー〉に求められるインキュベーシ ョンについて,CBCに おける経験をふま

えて考察 したい。

なお,上 論文において,ベ ンチャーインキュベーシ ョンには,建 物や通信 イン

フラな どのハー ド及 びビジネス支援な どのソフ トがあることを明 らかにした

が,本 章ではそれ らを区別することなく,大 学発ベンチャーの創 出プロセスに

おいて適時必要 となる支援内容 を時間順 に考察する。
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(1)設 立支援でなすべきこと

大学発ベ ンチャーの設立支援で重要なことは,兼 業申請時に必須 となる設立登

記場所であることを2-(1)で 説明した。兼業支援書類には 「定款」が含まれる

が,そ こには本社所在地として市であれば 「区」まで書 き入れる必要がある。

そうした意味で,会 社設立登記可能な大学発ベンチ ャー向けのインキュベーシ

ョン ・セ ンターが必要なことも前述 した通 りである。

それでは,こ うしたインキュベーション ・センターにおける設立支援にはどの

ような機能が求め られるのであろうか。 これまでのCBCに おける大学発ベ ン

チャーの設立支援時におけるア ドバ イス過程は,図 表4-1の 通 りであった。

図表4-1CBCに よ る設立ア ドバ イス

a)基 本理念→なぜ税金が投入される国公立大で,大 学発ベンチャーの設立が必要

なのか?そ の存在理由と社会的意義。

b)基 本戦略→大学発ベンチャーでなくては活かせない,大 学に埋 もれる利用可能

な資源とは何か?そ の徹底的な洗い出し。

c)基 本戦術→①会社の役員構成と開発体制(組 織 ・場所 ・要員)

②出資者の構成とその規模

③出願済み特許と新規出願特許,お よび競合者の可能性

④1年 以内にサンプル出荷できる見通しのプロダクツはあるのか?

⑤予想されるマーケット規模 とその主要なクライアントは誰か?

⑥設立後に誰がファイナンスするのか?

⑦当該企業が応募可能な公的助成金の紹介

⑧法人名称と設立タイミングの決定,設 立発起人の選定

⑨出資に関する内容説明と発起人への支援

⑩ 「兼業申請書」の書式供与と作成提出支援

⑪対マスコミ広報への助言と新聞社への紹介
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このうち,a)に ついては 〈ビジネスプロフェッサー〉,b)に ついては 〈ビ

ジネスプロフェッサー+関 連研究者〉,c)に ついては〈ビジネスプロフェッサー

+特 許専門家+公 認会計士〉によるア ドバイスが有効であった。それゆえに,

以上の 〈設立支援〉については,独 立 したインキュベーション ・センターが行

うのであれば,あ らかじめそのミッションについて組織 した外部専 門家による

「ボー ド(運 営委員会)」,「ボー ドァ ドバイザー(運 営委員会顧問)」 などの常

設支援チームの設置が有効 と考えられる。

こうした外部資源の活用 こそが,従 来の日本のインキュベーション施設および

組織 に決定的に欠落 していた視点であった。日本人は一般的に 〈自己完結型組

織〉 を好む傾向が強い。だが,大 学発ベ ンチャーというかつて日本には存在 し

なかった,全 く新 しい事業創造に資するインキュベーションの成否は,徹 底 し

た大学を含む外部資源の活用=戦 略的産学官連携に依存している。

(2)成 長支援でなすべ きこと

大学発ベンチャーは,大 学か ら生まれた企業である以上,会 社設立後 も母体 と

なった大学研究室 と密接 な共同研究体制 をとるのが自然である。しかしなが ら,

大学が国公立であった場合は,そ れが公共財であることか ら商業生産が行 えな

いのは当然である。そこで,大 学外に自らの商用施設を保有するニーズが生じ

るが,バ イオ分野の場合 ウエ ットラボを外部で賃借することはほぼ不可能であ

る。そのため,こ うした施設をレンタルで提供する公的施設の供用が関係者か

ら待ち望まれているが,そ れは21世 紀型公的投資の一部として建設されるべき

ものである。

〈入居条件〉

すでに,(1)で インキュベーションにおける設立支援のなかで会社設立登記場所

の必要性を述べたが,同 時に会社設立後はウェットラボのレンタル も同じ場所

で提供されることが最 も合理的であることは言うまでもない。 このようなレン
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タルラボの入居条件について,図 表4-2に 構想する。

図表4--2イ ンキュベーシ ョン入居条件

a)入 居資格→バ イオ系大学発ベ ンチ ャー

b)入 居審査→インキュベーシ ョン事務局が主催するボー ドミィーティングを経て

決定 し,事 務局が受 け入れを実施。

c)入 居期限→3年 を基準 とし,そ の後1年 更新で最長5年 とする。

d)家 賃→LAN経 費 と管理費 を含 み光熱費 を除 く家賃を年間2万 円/㎡,程

度 とする。ただ し,当 初3力 年は50%,次4年 目は100%,5年 目

は150%の ス ライ ド制 とする。

e)共 用施設→動物飼育実験施設を共有施設とし,無 料 とする。

〈経営組織〉

従来型の公的インキュベーション施設 に共通する問題は,そ れが第3セ クター

方式をとり,元 々は自治体等の出資元職員が専任化 して,彼 らの給与 と建物の

償却をインキュベーション施設の 〈家賃+財 団の運営基金〉から支払 う事業モ

デルであったことだ。その結果,公 的インキュベーションであるにも関わらず,

一般相場 と変わらない市場家賃を設定せ ざるを得な くなった。さらに,民 間ビ

ジネス経験の全 くないスタッフが,主 としてインキュベーション施設の 〈保守

管理〉に専念 し,そ の経理や報告書等の作成を日常の業務 としている傾向が強

いことが,我 々の調査インタビュー結果か ら観察 された(1999年6月)。

だが,イ ンキ ュベ ー シ ョン施 設の唯一最 大の ミッシ ョンは,ベ ンチ ャー企業 の

創造 と成長支援にあるのであ り,施 設の保守管理や職員の雇用維持ではない。

それゆえに,経 理や報告書の作成等は補助的作業 と位置付けてアシス タントに

任せ,む しろ外部専門家によって構成 され るボー ドやボー ドア ドバ イザーの

〈統合マネジメン ト〉 に徹する 〈COO:ChiefOperatingOf丘cer>と なること

が望ましい。 こうしたインキュベーシ ョン組織 におけるCOOの 役割を図表4

-3に 明示 した。
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図表4-3イ ン キュベーション組織概念

インキュベーション

統合事務局本部

COO

外 部支援専門家

(ボー ド,ボ ー ドア ドバイザー)

研究所 ・大学連携講座

(研究員 ・大学院生)

外部支援専門家 は,イ ンキュベーション施設の く外部〉でそれぞれの専門領域

を有する専門家であるからこそ大学発ベ ンチャーの支援 も可能なのであって,

その戦力を結集するために必要 となるコミュニケーション,各 種 ミッションの

実施,ア フターフォローを実施す る統合事務局機能が重要となる。それゆえ,

統合事務局長たるインキュベーションCOOに は,自 らPhDレ ベルの研究経

歴があ り,か つインキュベーションマネジメン ト1(IM)の 訓練を受けた40-50

歳代の室長クラスが,諸 外国では一般的である。

さらに重要なことは,大 学との強力 な連携をインキュベーションに内部化する

ことである。大学発ベ ンチャーが飛躍的な成長を遂げるためには,常 に大学側

より新 しい基礎研究の成果を携えた人材がインキュベーション施設に流入 され

る必要がある。つまり,〈人の交流〉 こそがあ らゆるイノベーシ ョンの発端で

あり結果なのだ。そこで,こ れ らのインキュベーション施設は,そ もそ も隣i接

す る大型の研究施設 との連携が不可欠であるし,そ の研究施設には大学 との

「連携講座」が設置されていることが望ましい。

大学 との 「連i携講座」によって,大 学院生が直接研究施設およびインキュベー
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ション施設において最先端の技術開発の現場を体験することで,教 育上の効果

のみならず研究のミッションとゴールを明確に感 じ取ることが出来るだろう。

すでに文部科学省の方針によって,首 都圏では東京大学 と民間シンクタンクの

間等でい くつかの 「連携講座」が設置 されているが,地 域においては大学発ベ

ンチ ャーのインキュベーションと連携 させることが,地 域の新技術開発 と新産

業創造に資するものとなるでろう。

(3)株 式公開でなすべきこと

株式公開は,純粋 にベ ンチャー企業経営陣 と投資家が決定すべ きものであって,

さらに外部監査法人,幹 事引 き受け証券会社,公 開市場事務局関係者の緻密な

連携作業によって実現するものであるから,イ ンキュベーションする側が直接

関与する要素 はほとん どない。

しか しながら,こ うした直接投資のみに依存する大学発ベ ンチャーの事業成果

は,や はり 〈株式公開〉もしくは<M&A>に よって決定的に評価 されるこ

とか ら,イ ンキュベーション施設自身の事業評価に直結することは否定できな

い。そこで,株 式公開に向けた地道な支援策としては,イ ンキュベーシ ョンプ

ログラムの一環 として,株 式市場関係者やベンチャーキャピタリス トを招いて

の各種セミナーや,入 居企業 に対する直接紹介活動が重要な支援活動 となる。

そ うした意味で,札 幌駅北口に設け られた 「札幌BizCafe」 で成功 を見 たIT

関係者 の出会いの場所に比すべ き,「札幌BioCafe」 が設置 されて も良いと思

われ る。最低,月 に1度 は国内外のバ イオに関する重要 な専 門家ゲス トを招

き,も しくは入居ベンチャー企業自身による事業紹介 を行 うといった催 しが定

期的に開催 されることは,非 常にインキュベーション効果を高めるであろう。

さらに見逃せない点は,近 未来の大学発ベンチャーの担い手 となるであろうポ

ス トドクターや大学院生などがこれに参加することによって,自 らの研究テー
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マとそのゴールを比較的容易に決定することが可能 となるかも知れない。基礎

研究は,社 会での活用が決まれば飛躍的に進展する。 ビジネスの最前線にある

大学発ベ ンチャー という先輩は,若 い研究者の卵たちにとって大いなる研究の

加速剤 となれば幸いである。

5結 論

あらたな輸出産業のコアテクノロジーを国内に育てない限 り,こ の国は衰退 し

失業者 は増大する。明治維新直前の国内人口は3000万 人強であり,太 平洋戦争

終結時の本土人口は8000万 人弱であった。すでに戦後半世紀で4000万 人 も増加

して1億2000万 人 もの国内人口を抱 える日本が,す べての国民を食べさせてゆ

くためには,こ れか らも国際競争力 に打ち勝ちグローバル市場でマーケ ットを

創造できるコアテクノロジーを国内で開発 し続 けるしかない。そのために,企

業はもちろんのこと,政 府,金 融機関,各 種のサービス業,そ して大学が戦略

的に連携すべ き時が到来 している。

大学発ベ ンチャーが優れている点 は,そ れが大学 における長年 の基礎研究 を

ベースとしてコアテクノロジーを開発 し普及 させるという明確なミッションが

備わっているか らである。こうしたミッションを達成 できない大学発ベ ンチ

ャーは,投 資家か らのファイナンスも途絶えて市場から消滅せざるを得ない。

それゆえに,何 としても自らの生存 を賭けて,大 学発ベンチャーは大学 と密接

に連携 しなが らコアテクノロジーを次々と生み出 し続けなければならない。

そ うした意味では,大 学発ベ ンチャー も民問企業であることか ら産学連携の有

機的組織 としてとらえることもできよう。 さらに見逃せない点は,こ うした大

学発ベ ンチャーは民間の事業会社であることから,ベ ンチャーキャピタルはも

ちろん,公 認会計士,税 理士,弁 理士,金 融機関,不 動産貸 しビル業,実 験機

材販社,人 材派遣業,通 信業,ソ フ トウェア業,等 の多彩 なビジネスサービス
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を必要 としている。 これ らのすべては既存 ビジネスであることから,大 学発ベ

ンチャーは地域内に新たなにサービス需要を創出することに貢献する。

首都圏のようにきわめてボリュームの大 きいビジネスが 日々発生 している空間

では,大 学発ベ ンチャーによるサービス需要の創出効果はほとんど無い。だが,

経済規模の小 さい地方都市における(道 内に弁理士は8人 しかいない といわれ

る)大 学発ベンチャーの地域経済にもたらすインパク トは実に大 きい。

ましてや,人 口10-30万 人程度の都市では公認会計士は数名に過 ぎず,大 学発

ベンチャーがもた らす地域における経済波及効果は,そ の社会的インパク トを

含めて絶大である。それは地域の住民 にとって誇 りで もあ り希望でもあるのだ。

それゆえ,今 後,理 工系 国公立大学が存在する国内中核都市において,世 界市

場 をマーケッ トとす る強い コアテクノロジーを開発する大学発ベ ンチャーが

続々と生まれることが切 に期待 される。

その 日に備えて,小 樽商科大CBCは 大学発ベ ンチャーの支援 システムを日々

進化発展させている。平成13年12月 よりCBCは,こ れまでの大学発ベ ンチャー

支援により得 られたノウハウを全国の大学 ・研究者に伝 えるため,東 京 「コン

サルティング ・ファーム社」と共同研究を開始 した。そこでは,IT上 でナレッ

ジを提供する計画であ り,全 国的な支援活動を行 う予定である。

以上
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